












　平均は20歳代では約290万円、30歳代では約590万円

となっていますが、注目したいのは中央値です。貯蓄額の

平均よりも中央値のほうが低いということは、平均よりも下

に位置する層が多いことを示しています。

　また、金融資産を保有していないと回答している人の

割合が、どの年代にも一定数存在し、かつ、30歳代以外

は全て10％を超え、20歳代や40歳～50歳代などの現役

世代でも15％前後となっている点は興味深いところです。

　お金を貯める、つまり貯蓄を行うためには、収入よりも

支出のほうが少なくなければなりません。ここでは、収入

を増やす方法と支出を減らす方法を紹介します。

①収入を増やす方法
1.副業を行う　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　収入を増やす方法の1つに挙げられるのが副業を行う

ことです。最近では副業を認める企業も増えており、自分

のスキルを活かして収入を得ることもできます。

2.不用品の売却

　最近ではフリマアプリを使って使わなくなった日用品を

簡単に売ることができます。若干手数料は発生するもの

の、売却する品物や売却する頻度によっては、まとまった

収入になり得ます。

　特に子供服など需要の多いものは捨てるのではなく、

積極的にフリマアプリを使って売却し、収入に変えること

を考えてみましょう。

3.転職を考える

　現在働いている環境では昇給が難しいと感じるなら、

転職を考えてもいいかもしれません。これまでのスキルを

活かせる同業種でもいいですし、他業種で活かせる資格

を持っているならそれを活用する方法もあります。

②支出を減らす方法
1.固定費の見直し

　固定費は毎月一定額の支出となることから、一度見直

すことで、その効果が続きます。支出を減らしたいなら、

まず固定費の見直しから着手しましょう。

　固定費として主にあげられるのは、以下の費用です。

・家賃

・保険料

・水道光熱費

・通信料

　この中で最も手軽に着手できるのは通信料です。現在

では1人が1台携帯電話を持っている時代ですし、タブレ

ット端末も家に1台はあるのではないでしょうか。

　固定費の中で通信費の割合が大きいと感じたなら、格

安SIMの検討はもちろんのこと、サブスクリプションの整理

を行ってみましょう。1つのサービスは小額でも、多くのサー

ビスを利用していれば年間で、かなりの出費になります。

　使っていないサブスクリプションは解除することで、固

定費を削減することにつなげられます。

　見直すポイントは、年間契約しているから更新時まで

待って解約しようと思わないことです。

　更新時には、もちろん通知が来ますが、見逃してしまう

ことも考えられます。使わないなら今すぐ解約することを

心がけないと、いつまでたっても課金されている状態にな

りかねません。

　｢いつかやる」ということは、「いつまでたってもやらな

い」と同じです。早めの見直しを行うようにしましょう。

　また、保険の見直しも固定費の削減に有効です。特に、

加入して長年見直していない保険契約は、保障内容が現

状に即していないことも考えられますので、1度保険証券

を確認し、削減できる保障は削減するなど、見直しを行い

ましょう。

　そのほか、固定費の見直しとして有効なのが車の保有

方法です。車を保有していると、毎月のローンの支払いや

自動車税、ガソリン代、自動車保険料、車検費用のほか、

駐車場代などが必要になり、年間にすると大きな費用に

なります。地域によっては車が必須な場所もありますが、

都心部に住んでいるなら、車がなくても公共交通機関を

利用することで移動手段は賄えるでしょう。

　最近ではカーシェアリングなどのサービスも普及してき

ており、レンタカーを利用することもできます。

　車を保有した場合にかかる費用と、公共交通機関やカ

ーシェアリングなどのサービスを利用するのとでは、どちら

が費用を安く押さえられるかを計算し、保有しないほうが

安くて済むなら思いきって手放すことも考えてみましょう。

感覚で利用するようにしましょう。

　収入よりも支出を少なくできれば、その分を貯蓄に回せ

ます。ここでは、どのような貯蓄方法があるのかについて

解説します。

①普通預金
　普通預金とは、特に期限が定められておらず、必要な

時に預け入れや引き出しができる預金口座です。

　現在の低金利下では、普通預金に預金していてもなか

なか増えることはありませんが、普通預金には緊急時等

の予備資金としての役割もあります。

　日々生活を送っていくうえで、冠婚葬祭や病気など急な

出費が必要なときもあります。また、病気になった際の収

入減に対応するだけの余力を持たせておかなければなり

ません。

　その意味でも、いつでも引き出せる普通預金口座には、

最低でも毎月の生活費の3ヶ月分、余裕を持たせたけれ

ば6ヶ月分の金額を目安に置いておくと安心です。

　ただし、日常給与の振り込みや公共料金の引き落とし

などの口座とは分けておくようにしましょう。

②定期預金
　定期預金とは、期間を定めて預け入れる預金のことで、

預け入れる期間は数週間から数年などから選べます。そ

して、期間内は原則として自由に引き出せないことや、普

通預金よりも高い金利が適用されるため、数年使う予定

のないまとまった金額を預金するのに適しています。

　また、預け入れる金額が大きいほど高金利が適用され

ることもありますので、利用している金融機関の金利情

報や定期預金の種類などを確認してみましょう。

③積立預金
　積立預金とは、毎月一定額を積み立てていき、満期に

なったら受け取れる仕組みの預金です。

　積立金額は設定されている範囲内から選ぶことができ、多

くの金融機関では「積立定期預金」として取り扱っています。

　積み立て方法は口座振替が多く用いられており、ボー

③変動費の見直し
　変動費の中で大きな割合を占めるのが食費でしょう。

食費を節約する方法はさまざまですが、まとめて購入する

ことや、買い物に行く前に冷蔵庫の中を確認することなど

で無駄な買い物を減らせます。

　また、まとめて購入する場合は、その保存方法も工夫し

てみましょう。材料が新鮮なうちに下処理を行い、冷凍保

存することで、より材料を長持ちさせることができます。そ

うすることで買い物に行く頻度も減り、最終的に食費を減

らすことができるでしょう。

　変動費の中には被服費や交際費も含まれます。服を買

う際には衝動買いを避け、本当に今の自分に必要か、家

に同じようなものがないかを確認してから購入することを

心がけましょう。

　交際費を削減するのは難しい人もいるかもしれません

が、外食の日数を決めるなど、自分でルールを作り、それ

を守ることを考えてみましょう。

　貯蓄を考えるうえで欠かせないのが家計の管理です。

毎月の収入と支出の内容を把握し、使途不明金をなくす

ことが家計管理を行ううえでの大きなポイントになります。

　家計を管理する際に必須となる家計簿ですが、最近で

は便利な家計簿アプリが用意されています。ただ、できれ

ば最初はExcelなどで管理することをおすすめします。

　その日何にいくら使ったのかを自分で入力することによ

って、この支出は本当に必要だったのかを振り返ることが

できます。また、ネットショッピングを利用した際にはその

内容もきちんと入力するようにしましょう。

　キャッシュレス決済の普及により、現金を使う機会が少

なくなりました。電子マネーやクレジットカードで支払った

金額についても、その日のうちに入力しましょう。

　そして大まかな収支の把握に慣れてから、家計簿アプ

リを利用することをおすすめします。家計簿アプリを利用

する際には、その月の収支の結果だけをみるのではなく、

なぜその結果になったのかについて原因を考え、解決す

ることも大切です。

　家計簿アプリに任せていると、ついつい気が緩みがち

になってしまいます。便利なサービスだからこそシビアな

　 　金融広報中央委員会が公表しているデータ（家計の金

融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］（令和２

年））によると、年代別の貯蓄状況は以下のとおりです。

    Economy

ナスなどの臨時収入がある時期には多く積み立てることも

できます。

　積み立てられる期間は数ヶ月から数年に設定されてお

り、ある程度の金額になると金利が引き上げられる仕組

みを設けている金融機関もあります。

④財形貯蓄制度
　働いている勤務先によっては、財形貯蓄制度があります。

　財形貯蓄制度は、厚生労働省が主体となって行ってい

る制度で、以下の3つの種類があります。

・一般財形貯蓄

・財形年金貯蓄

・財形住宅貯蓄

　一般財形貯蓄とは、その企業で働く人が金融機関など

と契約を結び、3年以上の期間で定期的に給与からの天

引きによって積み立てていく貯蓄方法です。契約の際の

年齢制限はなく、複数の契約も可能です。

　財形年金貯蓄は、55歳未満の従業員を対象としており、

金融機関と契約を結んだうえで定期的に給与からの天引

きによって積み立てる仕組みです。

　一般財形貯蓄と異なる点は、年齢制限があること、1つ

の金融機関としか契約を結べないことです。

　ただ、財形年金貯蓄で貯めたお金は、60歳以降に5年

以上の期間で年金として受け取ることができ、利子などに

対する非課税措置が設けられています。

　老後資金を貯めたいと思う人にはおすすめの制度です。

　財形住宅貯蓄とは、55歳未満の従業員が住宅の購入

やリフォーム費用を積み立てることを目的として利用でき

る制度で、財形年金貯蓄と同様に利子などに対する非課

税措置があります。

　財形年金貯蓄および財形住宅貯蓄に適用される非課

税措置とは、財形年金貯蓄と財形年金貯蓄をあわせた元

金と利子の合計550万円から発生する利子などが非課税

になる仕組みです。

　給与からの天引きで先取り貯蓄ができるほか、普通預

金よりも高い金利が適用されるなど優遇措置の多い制度

ですので、勤務先に財形貯蓄制度が用意されているなら、

積極的に利用することをおすすめします。

⑤外貨預金
　外貨預金とは、日本円ではなく、アメリカ（ドル）など海外

の通貨で預金を行うことです。

　外貨預金は日本円での普通預金よりも高い金利が設定

されていることが多く、預けた預金を効率的に増やせる点

が魅力です。

　ただし、外貨である以上、為替の影響を受ける点には注

意が必要です。預け入れたときよりも外貨の価格が上がっ

ていれば利益を得られますが、下がった場合は損失を被る

ことになります。

　また、日本円から外貨に交換する際や、逆の場合に手数

料などの費用がかかりますので、金利の高さだけで判断す

るのではなく、手数料や為替の動きも考慮しながら、どの

外貨で預金するかを考えるようにしましょう。

　資産形成とは、今ある資産を自分の力で増やしていくこ

とです。資産形成の方法には、これまで紹介した預貯金

や貯蓄制度以外にも、運用を取り入れる方法もあります。

　特に、預貯金だけではお金が増えないばかりか、物価が

上昇している今では、その物価上昇率を超える増やし方を

しなければ、持っているお金の価値は下がってしまいます。

　ただし、運用を取り入れた資産形成は、生活予備資金

以外の余剰資金で行うことが大切です。

　これからおすすめの資産形成方法としては、iDeCoや

NISAの活用があります。どちらも非課税で運用できると

いうメリットがありますが、iDeCoは老後資金を貯める目

的で利用するもの、NISAは現役時代にも必要な資金を

効率的に増やす目的で利用するものですので、目的に応

じて使い分けるようにしましょう。

　特にNISAの制度は2024年1月から大きく変わり、より

効果的に資金を増やせるようになります。ただし、運用と

いう側面から元本割れのリスクがあることや、長期目線で

行うことを忘れずに取り組むことが大切です。

　これまで述べた収入を増やす方法、そして支出を減ら

す方法を考え、しっかりとした家計管理ができるようにな

れば必然的に貯蓄ができるようになります。余裕ができれ

ば余剰資金のなかで自分のリスク許容度も考えながら資

産を増やす方法も取り入れてみましょう。

貯蓄ができるようになったら
資産形成を視野にいれよう5
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16.1 6.1 5.8 5.4 4.2 4.6 7.6 7.9 10.7 6.7 8.8 13.3 3.0 1,436 650
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